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提出会社の経営指標等 

  

 
(注)１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

   ２．第67期第１四半期会計期間末について当社は関連会社を有しておりましたが、利益基準及び剰余金基準から

みて重要性の乏しい関連会社であること、また第67期及び第68期第１四半期会計期間末について関連会社を有

しておりませんので、持分法を適用した場合の投資利益は記載しておりません。 

 ３．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。 

  

第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第67期 

第１四半期 
累計(会計)期間

第68期 
第１四半期  

累計(会計)期間
第67期

会計期間

自 平成20年
  ４月１日 
至 平成20年 
   ６月30日

自 平成21年 
  ４月１日 
至 平成21年 
    ６月30日

自 平成20年
  ４月１日 
至 平成21年 
  ３月31日

売上高 (千円) 684,284 658,241 2,686,652

経常利益 (千円) 132,710 145,463 517,132

四半期(当期)純利益 (千円) 68,349 86,361 313,067

持分法を適用した 
場合の投資利益

(千円) － － －

資本金 (千円) 100,000 100,000 100,000

発行済株式総数 (株) 2,000,000 2,000,000 2,000,000

純資産額 (千円) 4,682,280 4,995,422 4,908,580

総資産額 (千円) 9,294,946 9,119,747 9,308,376

１株当たり純資産額 (円) 2,343.68 2,500.56 2,457.09

１株当たり四半期 
(当期)純利益

(円)
優先 35.14
普通 31.10

優先 44.16 
普通 40.11

優先157.68
普通153.46

潜在株式調整後 
１株当たり四半期 
(当期)純利益

(円) － － －

１株当たり配当額 (円)
－
－

－ 
－

優先13.00
普通 9.00

自己資本比率 (％) 50.4 54.8 52.7

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △247,485 △114,947 268,717

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △ 49,849 △74,761 △98,051

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △ 58,845 △34,314 △188,242

現金及び現金同等物の 
四半期末(期末)残高

(千円) 347,308 461,888 685,911

従業員数 (名) 34 28 30
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当第１四半期会計期間において、当社及び当社の関係会社において営まれている事業の内容に重要な変

更はありません。 

  

  

当第１四半期会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

  

平成21年６月30日現在 

 
(注) 従業員数は就業人員であります。 

  

２ 【事業の内容】

３ 【関係会社の状況】

４ 【従業員の状況】

提出会社の状況

従業員数(名) 28
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当社は土地・建物の賃貸が主な事業であるため、該当事項はありません。 

  

当社は土地・建物の賃貸が主な事業であるため、該当事項はありません。 

  

当事業年度の販売実績を事業別に示すと、次のとおりであります。 
  

 
(注) １ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合 

  

 
２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

  

当第１四半期会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 

  

当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

(2) 受注実績

(3) 販売実績

事業別

当第１四半期会計期間

(自 平成21年４月１日

至 平成21年６月30日)

金額（千円） 前年同四半期比（％）

土地事業 142,381 △ 8.5

建物事業 478,102 △ 0.7

物流事業 37,757 △19.6

合計 658,241 △3.8

相手先

前第１四半期会計期間 当第１四半期会計期間

金額(千円) 割合(％) 金額(千円) 割合(％)

上新電機㈱ 156,000 22.8 156,000 23.7

カナート㈱ 69,101 10.1 69,227 10.5

２ 【事業等のリスク】

３ 【経営上の重要な契約等】
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文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社が判断したものであります。 

  

(1) 経営成績の分析 

当第１四半期会計期間におけるわが国経済は、輸出や生産が回復の兆しを見せてきているものの、

雇用情勢や個人消費の低迷は依然として続いており、先行き不透明な状況となっております。 

このような状況におきまして、当第１四半期会計期間の経営成績は、土地事業で大阪市から賃借し

ていた市有地の大部分を返還したことによる駐車場収入の減少、物流事業で冷凍食品原材料等の取扱

量が減少したことなどにより、売上高は６億５千８百万円（前年同四半期比3.8％減）となりまし

た。 

利益面では、諸経費の削減に努めたことにより、営業利益は１億４千２百万円（前年同四半期比

8.9％増）、経常利益は１億４千５百万円（前年同四半期比9.6％増）となり、特別損失で固定資産除

却損が減少したことにより、四半期純利益は８千６百万円（前年同四半期比26.4％増）となりまし

た。 

  

事業別の業績は次のとおりであります。 

① 土地事業 

土地事業では、土地賃貸業務において名義変更料等の一時的な手数料収入が減少したこと、ま

た、大阪市から賃借していた市有地の大部分を返還したことによる駐車場収入が減少したことによ

り、売上高は１億４千２百万円（前年同四半期比8.5％減）となりました。 

  

②  建物事業 

建物事業では、港振興ビルにおいてテナントの退室により稼働率が低下したことなどにより、売

上高は４億７千８百万円（前年同四半期比0.7％減）となりました。 

  

③ 物流事業 

物流事業では、冷蔵倉庫において冷凍食品原材料等の取扱量が減少したことにより、売上高は３

千７百万円（前年同四半期比19.6％減）となりました。 

  

(2) 財政状態に関する定性的情報 

当第１四半期会計期間末における総資産は、前事業年度末と比べ１億８千８百万円減少し、91億１千

９百万円となりました。これは主に現金及び預金の減少によるものです。 

負債は、前事業年度末と比べ２億７千５百万円減少し、41億２千４百万円となりました。これは主に

未払金及び受入敷金保証金の減少によるものです。 

純資産は、前事業年度末と比べ８千６百万円増加し、49億９千５百万円となりました。これは主に利

益剰余金の増加によるものです。 

  

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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(3) キャッシュ・フローの状況 

当第１四半期会計期間末における現金及び現金同等物は、４億６千１百万円と前事業年度末と比べ２

億２千４百万円の減少となりました。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動によるキャッシュ・フローは、１億１千４百万円の支出（前年同四半期は２億４千７百万円

の支出）となりました。これは主に税引前四半期純利益が１億４千６百万と前年同四半期と比べ22.2％

の増益となりましたが、敷金・保証金の返還による支出があったためであります。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動によるキャッシュ・フローは、７千４百万円の支出（前年同四半期は４千９百万円の支出）

となりました。これは定期預金の払戻による収入があったものの、有形固定資産の取得による支出があ

ったためであります。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動によるキャッシュ・フローは、３千４百万円の支出（前年同四半期は５千８百万円の支出）

となりました。これは長期借入金の返済及び配当金を支払ったためであります。 

  

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第１四半期会計期間において、当社が対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

  

(5) 研究開発活動 

該当事項はありません。 
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当第１四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

当第１四半期会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。 

  

第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

(2) 設備の新設、除却等の計画
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   該当事項はありません。 

  

   該当事項はありません。 
  

  

 
  

当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりません。 

第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 1,600,000

優先株式 4,800,000

計 6,400,000

② 【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間 
末現在発行数(株) 
(平成21年６月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成21年８月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 460,000 460,000 非上場・非登録

完全議決権株式であり、権利内
容に何ら限定のない株式 
単元株式数は100株でありま
す。 
定款において、会社法第322条
第２項に関する定めはありませ
ん。

優先株式 1,540,000 1,540,000
ジャスダック証券
取引所

完全議決権株式であり、権利内
容に何ら限定のない当社におけ
る標準となる株式 
毎決算期において株式１株につ
き年４円を超ゆるまで普通株式
に優先して利益配当金を受ける
権利を有します。 
単元株式数は100株でありま
す。
定款において、会社法第322条
第２項に関する定めはありませ
ん。

計 2,000,000 2,000,000 ― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

(3) 【ライツプランの内容】

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成21年６月30日 ― 2,000,000 ― 100,000 ― 58,178

(5) 【大株主の状況】
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当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できず、

記載することができませんので、直前の基準日である平成21年３月31日の株主名簿により記載しており

ます。 

平成21年３月31日現在 

 
(注)「単元未満株式」欄の優先株式には、当社所有の自己株式78株が含まれております。 

  

 平成21年３月31日現在 

 
  

  

 
(注) 株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

  

(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
優先株式  2,200

―
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

完全議決権株式(その他)
普通株式 460,000
優先株式1,533,200

19,932

普通株式 権利内容に何ら限定のな
     い株式 
優先株式 権利内容に何ら限定のな 
     い当社における標準とな 
     る株式 
     毎決算期において株式1 
     株につき年４円を超ゆる 
     まで普通株式に優先して 
     利益配当金を受ける権利 
     を有します。

単元未満株式 優先株式  4,600 ―

権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式 
毎決算期において株式１株につき年
４円を超ゆるまで普通株式に優先し
て利益配当金を受ける権利を有しま
す。

発行済株式総数 2,000,000 ― ―

総株主の議決権 ― 19,932 ―

② 【自己株式等】

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

（自己保有株式） 
大阪港振興株式会社

大阪市港区築港 
３－７－15

2,200 ― 2,200 0.11

計 ― 2,200 ― 2,200 0.11

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成21年 
 4月

 
 5月

  
 6月

最高(円) 920 945 1,090

最低(円) 898 895 990
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前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。 

３ 【役員の状況】
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当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内

閣府令第63号。以下「四半期財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前第１四半期累計期間（平成20年４月１日から平成20年６月30日まで）は、改正前の四半期財務

諸表等規則に基づき、当第１四半期会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで)及び当第１

四半期累計期間(平成21年４月１日から平成21年６月30日まで)は、改正後の四半期財務諸表等規則に基づ

いて作成しております。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期累計期間（平成20年４月１

日から平成21年６月30日まで）に係る四半期財務諸表について、また、当第１四半期会計期間（平成21年

４月１日から平成21年６月30日まで)及び当第１四半期累計期間(平成21年４月１日から平成21年６月30日

まで)に係る四半期財務諸表について、新日本有限責任監査法人により四半期レビューを受けておりま

す。 

  

当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。 

  

第５ 【経理の状況】

１ 四半期財務諸表の作成方法について

２ 監査証明について

３ 四半期連結財務諸表について
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１【四半期財務諸表】 
(1)【四半期貸借対照表】 

（単位：千円）

当第１四半期会計期間末 
(平成21年６月30日) 

前事業年度末に係る 
要約貸借対照表 

(平成21年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 461,888 835,911

受取手形及び売掛金 67,374 72,352

その他 133,165 53,445

貸倒引当金 △4,300 △3,600

流動資産合計 658,129 958,110

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） ※  4,300,966 ※  4,364,318

土地 2,235,798 2,065,201

その他（純額） ※  298,430 ※  314,254

有形固定資産合計 6,835,196 6,743,775

無形固定資産 16,618 17,917

投資その他の資産   

投資有価証券 1,388,559 1,346,140

その他 221,544 242,732

貸倒引当金 △300 △300

投資その他の資産合計 1,609,803 1,588,573

固定資産合計 8,461,618 8,350,266

資産合計 9,119,747 9,308,376

負債の部   

流動負債   

買掛金 53,896 62,184

短期借入金 64,000 64,000

未払法人税等 60,219 36,995

賞与引当金 6,000 22,000

その他 468,377 494,050

流動負債合計 652,493 679,231

固定負債   

長期借入金 212,000 228,000

退職給付引当金 223,872 251,089

役員退職慰労引当金 30,750 50,500

修繕引当金 461,669 457,964

受入敷金保証金 2,494,243 2,682,518

その他 49,296 50,493

固定負債合計 3,471,832 3,720,564

負債合計 4,124,325 4,399,796
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（単位：千円）

当第１四半期会計期間末 
(平成21年６月30日) 

前事業年度末に係る 
要約貸借対照表 

(平成21年３月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 100,000 100,000

資本剰余金 58,178 58,178

利益剰余金 4,816,581 4,754,350

自己株式 △3,405 △3,405

株主資本合計 4,971,354 4,909,122

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 24,068 △542

評価・換算差額等合計 24,068 △542

純資産合計 4,995,422 4,908,580

負債純資産合計 9,119,747 9,308,376
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(2)【四半期損益計算書】 
【第１四半期累計期間】 

（単位：千円）

前第１四半期累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年６月30日) 

当第１四半期累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年６月30日) 

売上高 684,284 658,241

売上原価 444,968 427,697

売上総利益 239,316 230,544

販売費及び一般管理費   

役員報酬 23,050 25,100

給料及び手当 16,204 16,083

退職給付費用 2,991 2,571

役員退職慰労引当金繰入額 42,850 19,850

賞与引当金繰入額 1,575 1,632

貸倒引当金繰入額 600 700

その他 20,809 21,694

販売費及び一般管理費合計 108,080 87,631

営業利益 131,235 142,913

営業外収益   

受取利息 517 576

受取配当金 3,684 3,620

有価証券利息 1,886 1,886

その他 742 842

営業外収益合計 6,831 6,926

営業外費用   

支払利息 3,650 2,548

支払手数料 1,635 1,825

その他 70 2

営業外費用合計 5,356 4,376

経常利益 132,710 145,463

特別利益   

修繕引当金戻入額 － 2,900

特別利益合計 － 2,900

特別損失   

固定資産除却損 12,861 1,901

特別損失合計 12,861 1,901

税引前四半期純利益 119,849 146,461

法人税等 ※  51,500 ※  60,100

四半期純利益 68,349 86,361

－14－



(3)【四半期キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：千円）

前第１四半期累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年６月30日) 

当第１四半期累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前四半期純利益 119,849 146,461

減価償却費 78,912 75,210

貸倒引当金の増減額（△は減少） 600 700

賞与引当金の増減額（△は減少） △18,800 △16,000

修繕引当金の増減額（△は減少） 2,880 3,704

退職給付引当金の増減額（△は減少） △22,865 △27,216

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 25,350 △19,750

受取利息及び受取配当金 △6,088 △6,083

支払利息 3,650 2,548

固定資産除却損 5,093 －

売上債権の増減額（△は増加） 1,598 8,016

仕入債務の増減額（△は減少） △8,738 △8,288

預り敷金及び保証金の返還による支出 △243,860 △200,902

預り敷金及び保証金の受入による収入 20,294 12,628

未収消費税等の増減額（△は増加） － 5,933

未払消費税等の増減額（△は減少） 2,056 15,501

その他 △73,966 △76,420

小計 △114,033 △83,956

利息及び配当金の受取額 6,578 7,493

利息の支払額 △2,728 △1,607

法人税等の支払額 △137,303 △36,876

営業活動によるキャッシュ・フロー △247,485 △114,947

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の払戻による収入 － 150,000

有形固定資産の取得による支出 △50,549 △226,867

貸付けによる支出 △600 △300

貸付金の回収による収入 2,477 2,406

その他 △1,176 －

投資活動によるキャッシュ・フロー △49,849 △74,761

財務活動によるキャッシュ・フロー   

長期借入金の返済による支出 △41,000 △16,000

配当金の支払額 △17,845 △18,314

財務活動によるキャッシュ・フロー △58,845 △34,314

現金及び現金同等物に係る換算差額 － －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △356,180 △224,022

現金及び現金同等物の期首残高 703,488 685,911

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  347,308 ※  461,888
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当第１四半期会計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日） 

 該当事項はありません。 

  

当第１四半期会計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日） 

 該当事項はありません。 

  

当第１四半期会計期間（自 平成21年４月1日 至 平成21年６月30日） 

 該当事項はありません。 

  

  

 

  

  

【継続企業の前提に関する注記】

【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

【簡便な会計処理】

【四半期財務諸表の作成に特有の会計処理】

当第１四半期会計期間
(自 平成21年４月１日
至 平成21年６月30日)

税金費用の計算

当事業年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実

効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効

税率を乗じて計算する方法を採用しております。 
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第１四半期累計期間 

  

 
  

  

 
  

【注記事項】

(四半期貸借対照表関係)

当第１四半期会計期間末 
(平成21年６月30日)

前事業年度末 
(平成21年３月31日)

※  有形固定資産の減価償却累計額は6,753,428千円で 

  あります。                

※ 有形固定資産の減価償却累計額は6,679,516千円で 

   あります。

(四半期損益計算書関係)

前第１四半期累計期間
(自 平成20年４月１日
至 平成20年６月30日)

当第１四半期累計期間 
(自 平成21年４月１日 
  至 平成21年６月30日)

※ 「法人税、住民税及び事業税」及び「法人税等調 

  整額」を一括記載しております。

 同左

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

前第１四半期累計期間
(自 平成20年４月１日
至 平成20年６月30日)

当第１四半期累計期間  
(自 平成21年４月１日  
 至 平成21年６月30日)

 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 647,308千円

預入期間が３か月超の定期預

金
△300,000千円

現金及び現金同等物 347,308千円  

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係

  現金及び預金 461,888千円

  現金及び現金同等物 461,888千円
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当第１四半期会計期間末（平成21年６月30日）及び当第１四半期累計期間(自 平成21年４月１日 至

平成21年６月30日) 

  

１ 発行済株式に関する事項 

 
  

２ 自己株式に関する事項 

 
  

３ 新株予約権等に関する事項 

   該当事項はありません。 
  
４ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

 
  

 (2) 基準日が当事業年度の開始の日から当四半期会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力発生

日が当四半期会計期間の末日後となるもの 

   該当事項はありません。 

  

５ 株主資本の著しい変動に関する事項 

        該当事項はありません。 

  

  

(株主資本等関係)

株式の種類 当第１四半期会計期間末

 優先株式(株)                1,540,000

普通株式(株) 460,000

株式の種類 当第１四半期会計期間末

優先株式(株) 2,278

普通株式(株) ―

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成21年６月26日 
定時株主総会

優先株式
繰越利益 
剰余金

19,990 13
平成21年３月31日 平成21年６月29日

普通株式 4,140 9
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前事業年度末日と比較して著しい変動はありません。 

  

当社はデリバティブ取引を行っていないため、該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

(有価証券関係)

(デリバティブ取引関係)

(ストック・オプション等関係)

(持分法損益等)

(企業結合等関係)
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１ １株当たり純資産額 

  

 
  

２ １株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 

  

 
(注) １．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式がないため、記載していません。 

２．１株当たり四半期純利益の算定上の基礎は以下のとおりであります。 

  

 
  

該当事項はありません。 

  

(リース取引関係) 

前事業年度末日と比較して著しい変動はありません。 

  

  該当事項はありません。 

(１株当たり情報)

当第１四半期会計期間末 
(平成21年６月30日)

前事業年度末 
(平成21年３月31日)

 
１株当たり純資産額 2,500.56円

 
１株当たり純資産額 2,457.09円

前第１四半期累計期間
(自 平成20年４月１日
至 平成20年６月30日)

当第１四半期累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年６月30日)

 

１株当たり四半期純利益 優先株式 35.14円

普通株式 31.10円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益     ―  

１株当たり四半期純利益 優先株式 44.16円

普通株式 40.11円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益    ―

項目
前第１四半期累計期間
(自 平成20年４月１日
至 平成20年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自 平成21年４月１日 
  至 平成21年６月30日)

（普通株式）

１ 四半期損益計算書上の四半期純利益(千円) 68,349 86,361

２ 普通株主に帰属しない金額の主要な内訳
   (千円)

   優先配当金 6,151 6,150

   優先株式の参加可能額 47,892 61,762

    普通株主に帰属しない金額(千円) 54,044 67,913

３ 普通株式に係る四半期純利益(千円) 14,305 18,448

４ 普通株式の期中平均株式数(千株) 460 460

（優先株式）

１ 優先株式に係る四半期純利益(千円) 54,044 67,913

２ 優先株式の期中平均株式数(千株) 1,537 1,537

(重要な後発事象)

２【その他】
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該当事項はありません。 

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】
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平成20年8月13日

大阪港振興株式会社 

取締役会 御中 

  
 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている大

阪港振興株式会社の平成20年4月1日から平成21年3月31日までの第67期事業年度の第１四半期累計期間(平成

20年4月1日から平成20年6月30日まで)に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計

算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責

任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにあ

る。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行

われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥

当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、大阪港振興株式会社の平成20年6月30日現在の財政

状態並びに同日をもって終了する第１四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表

示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

追記情報  

 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成20年6月27日開催の取締役会決議に基づき、平成

20年7月16日に土地の売買契約を締結しております。  

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

 新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員 
業務執行社員

公認会計士     岡   本   髙   郎   印

指定有限責任社員 
業務執行社員

公認会計士   廣  田  壽  俊  印

(注) １ 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。

２ 四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。



  

平成21年８月12日

大阪港振興株式会社 

取締役会 御中 

  
 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている大

阪港振興株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第68期事業年度の第１四半期会計期間

(平成21年４月１日から平成21年６月30日まで)及び第１四半期累計期間(平成21年４月１日から平成21年６

月30日まで)に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシ

ュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監

査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行

われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥

当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、大阪港振興株式会社の平成21年６月30日現在の財政

状態並びに同日をもって終了する第１四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表

示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

 新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員 
業務執行社員

公認会計士     岡   本   髙   郎   印

指定有限責任社員 
業務執行社員

公認会計士   廣  田  壽  俊  印

(注) １ 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。

２ 四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。



 
  

【表紙】

【提出書類】 確認書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項

【提出先】 近畿財務局長

【提出日】 平成21年８月12日

【会社名】 大阪港振興株式会社

【英訳名】 The Osaka Port Development Co.,Ltd.

【代表者の役職氏名】 取締役社長 松 田 正 一

【最高財務責任者の役職氏名】          ―

【本店の所在の場所】 大阪市港区築港三丁目７番15号

【縦覧に供する場所】 株式会社ジャスダック証券取引所
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当社代表取締役社長松田正一は、当社の第68期第１四半期(自 平成21年４月１日 至 平成21年６月

30日)の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしま

した。 

  

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 

  

１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】




